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資料１ 

１ 2008年６月鉄道部会提言１．2008年６月鉄道部会提言
「環境新時代を切り拓く、鉄道の未来像」 

のフォロ アップについてのフォローアップについて
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環境新時代を切り拓く、鉄道の未来像（2008年６月19日） 

地球環境問題の 少子高齢化
進

安全・安心への 価値観やライフスタイルの
様

都市の魅力の磨き上げ情報通信技術の 疲弊する地方の 

鉄道を取り巻く近年の経済社会環境の変化鉄道を取り巻く近年の経済社会環境の変化  

提言の全体構造 

深刻化 の進展意識の高まり 多様化 の必要性 発展 活性化の必要性

基本的視点基本的視点((鉄道の技術・安全）鉄道の技術・安全）  基本的視点基本的視点((鉄道のネットワーク・サービス）鉄道のネットワーク・サービス）  

安全で安定した 技術開発と 鉄道システムの 技術開発成果の活用等に 需要喚起と 観光利用の
輸送の実現 その普及促進 海外展開と国際貢献 よる鉄道機能特性の発揮 利用促進

地域に 
根ざした
取組み 

促進 

鉄道ネットワーク 
全体としての機能発揮
と他の交通機関との 

連携強化 

鉄道で過ごす時間と
鉄道空間の質の向上 

（技術発展の成果の活用） 

安全・安定輸送の実現 

省力化・省エネ化等の実現
鉄道の技術・安全鉄道の技術・安全  

省力化・省エネ化等の実現 

【安全・安定輸送】 
・施設の改良や利用者との協力に

【新技術の導入促進と技術開発】 
・「安全・安定」、「環境に優しい」、 
「省力化等によるコストパフォー

鉄道のネットワーク・サービス鉄道のネットワーク・サービス  

それぞれの都市や地域において 
求められる交通のあり方と、その中
での鉄道の役割を踏まえた取組み 

  【都市鉄道ネットワーク】 
・成田・羽田空港間のアクセス 
  改善 
・都市鉄道利便増進事業の拡充 
・深夜時間帯を含めた混雑対策

【幹線鉄道ネットワーク】 
・整備新幹線の着実な整備 
・在来幹線鉄道の高速化 
・同一ホーム乗換等による新幹線整備 

効果の広範囲への浸透

施設の改良や利用者との協力に 
 よる事故防止対策 
・運転事故３割減、乗客死亡者数ゼロ 
・事故情報・リスク情報の分析・活用 
・事故による被害の最小化 
・輸送障害等の影響の最小化に 
向けた新たな評価指標の検討

 「省力化等によるコストパフォー
  マンスに優れた」、「便利で快適 
  な」鉄道輸送の実現に向けた技術 
・技術開発推進体制の強化 
・試験専用線の検討 

深夜時間帯を含めた混雑対策
   や輸送障害対策の充実 

【鉄道サービス】 
・利用者負担も含め サービスの高質化・ 多様化に向けた事業者のインセンティブを検討

効果の広範囲への浸透
・幹線鉄道等活性化事業費補助の 
  一層の活用 

  向けた新たな評価指標の検討 
 

     【技術力の結集と情報の共有化】 
・技術者の意識改革のための環境整備 
・業務受委託による技術力の維持・継承 利用者負担も含め、サ ビスの高質化 多様化に向けた事業者のインセンティブを検討 

・中長期的な展望を持った 運賃・料金体系のあり方の検討 

【地方鉄道】 
・事業の再構築 

（公有民営方式の導入）

【貨物鉄道】 
・関係者の連携による利用促進と競争力の強化 
・積載率向上と輸送枠のとりやすさの実現の両立 

鉄道システムの海外展開と地球環境問題への貢献鉄道システムの海外展開と地球環境問題への貢献  
二国間協議の場等の積極活用

・「暗黙知」の形式知化 

（公有民営方式の導入）
・「コミュニティレール化」の推進 ・戦略的な拠点整備等による輸送力の増強、 

  地域への貢献 
・二国間協議の場等の積極活用 
・国際的素養を有する人材の活用・育成（保守・運行も含め展開） 
・鉄道事業者の協力、ビジネスモデルの検討 
・国際規格への対応体制の充実・強化と適合性評価のあり方 ・試験専用線の検討 2 



第８回第８回  交通政策審議会交通政策審議会  陸上交通分科会陸上交通分科会  鉄道部会鉄道部会  

（１）鉄道を取り巻く概況 
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鉄道旅客輸送人員の推移 

○近年、鉄道の輸送人員は、三大都市圏では頭打ち傾向にあり、三大都市圏以外では緩やかに減少。 

出典：数字でみる鉄道2010、平成21年版 都市交通年報 4 



鉄道貨物輸送の現状 

○ 鉄道貨物輸送の分担率は 国内貨物輸送量全体の約4％（21年度実績） 景気の低迷等の影響から ここ数○ 鉄道貨物輸送の分担率は、国内貨物輸送量全体の約4％（21年度実績）。景気の低迷等の影響から、ここ数 
 年は輸送量が減少。 

○輸送機関別シェア（平成２１年度実績） ○ＪＲ貨物のコンテナ輸送実績（トンキロ） 
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鉄道整備関係予算（公共事業関係費）の推移 

○近年、鉄道整備関係予算（公共事業関係費）は、整備新幹線整備事業費補助が一定である一方

（単位：億円） その他 後年度負担分（大江戸線建設費等） 

で、その他の予算は減少傾向。 
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鉄道を取り巻く経済社会環境の変遷 
○我が国においては、今後、少子化による人口の減少及び一層の高齢化が進展。 

（国内人口） （輸送人員） 
平成17年 
都市鉄道等利便 
増進法公布 

平成12年 
・鉄道事業法の参入退出規制の撤廃 
・運政審18号及び第19号答申 

平成20年 
「環境新時代を切り拓く、 
鉄道の未来像」鉄道部会提言 

昭和62年 
国鉄分割民営化 

昭和39年 
東海道新幹線開業 

輸送人員 
人口減少 

高齢化の進展 
7 9％

9.1％ 
10.3％ 

12.1％ 
14.6％ 17.4％ 

20.2％ 
26.9％ 22.1％ 

０ ６４歳

６５歳以上 

既存ストックのネッ
トワーク化

5.3％ 

6.3％ 
7.1％ 

7.9％ 
22.7％ 30.5％ 

33.7％ 

新線整備による高速・
大量輸送の実現 
 ブロック間・都市間
等の円滑な移動を促
進するため 新線整

サービスの高質化 
 バリアフリーや更
なる混雑緩和、ＩＴの
活用等 利便性・快

０～６４歳 トワ ク化

 既存ストックの有
効活用を図り、シー
ムレスな交通網を
整備 

38.2％

40.5％ 

41.8％ 
進するため、新線整
備により高速・大量輸
送を実現 

活用等、利便性 快
適性のある質の高
いサービスを提供  

まちづくり・地域づ
くりへの貢献 
 鉄道機能や駅の
拠点性を活用した

高度経済成長期 

モータリゼーションの進展 
バブル景気 

まちづくり・地域づ
くりへの貢献 

出典：人口は「総務省統計局 人口・世帯資料」、 輸送人員は「数字で見る鉄道2010」より 
単位：千人 

単位：百万人 
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（２）鉄道サ ビスについて（２）鉄道サービスについて
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○１日当たりの利用者数が5,000人以上の駅については、平成22年度末に約９割の駅でバリアフリー化が完了。 
○今後は、本格的な高齢化社会の到来に鑑み、地方部において更なるバリアフリー化を進めるため、「１日当たりの利用者数が

鉄道分野のバリアフリー化の状況 

鉄軌道駅  鉄軌道車両 
これまでの目標 これまでの目標

3,000人以上の駅でバリアフリー化を推進」という新たな整備目標を平成23年３月に設定。 
○車両については、平成22年度末に５割がバリアフリー化され目標は達成。今後の整備目標は、約70％に設定。 

１日平均利用者数５，０００人以上の鉄軌道駅（例：韮崎駅、東武

伊勢崎駅）を、原則として、全てバリアフリー化 （約2,800駅） 

これまでの目標  これまでの目標

約５０％の車両をバリアフリー化（車いすスペースの確保等）  
（全体数：約52,000両） 

バリアフリー化
の基準強化 

新たな目標（平成２３年度以降）

３，０００人以上の駅（例：山口駅、釧路駅）を
原則として全てバリアフリ 化

新たな目標（平成２３年度以降） 

新たな目標（平成２３年度以降）

約７０％の車両（約３６，４００両）を 
バリアフリー化 

原則として全てバリアフリー化
この場合、地域の要請・支援の下、鉄軌道駅の構造等 
の制約条件を踏まえ可能な限り整備 

5,000人以上    約2,800駅（うち約９割は完了） 
3 000人 5 000人 約650駅3,000人～5,000人   約650駅

ホームドア・可動式ホーム柵について優先 
すべき駅を検討し、可能な限り整備 
鉄道のサービス面、技術面、経済面を総合的に勘案した上で整備  9 



ホームドア等の設置状況 
○ホームドア等を設置している駅は、三大都市圏や新規開業路線を中心に、平成20年度における432
駅から平成22年度には495駅まで拡大したものの 更なる整備促進が必要

札幌市東西線(19) 
ＪＲ山手線(2) 

埼玉高速鉄道(7)

駅から平成22年度には495駅まで拡大したものの、更なる整備促進が必要。

（参考） 
全国の駅数 約９，５００駅 

京都市東西線(17) 

ＪＲ東西線(1) 

大阪市長堀鶴見緑地線(16)

仙台市南北線(17) 

東北新幹線(8) 

埼玉高速鉄道(7) 

つくばエクスプレス(20) 

多摩モノレール(19) 

舞浜リゾートライン(4)大阪市長堀鶴見緑地線(16)

大阪市今里筋線(11) 

ニュートラム(10) 

六甲ライナ (6)

北陸新幹線(3) 

舞浜リゾートライン(4) 

日暮里・舎人ライナー(13) 

都営三田線(24) 

東京メトロ千代田線(2)

スカイレール(3) 山陽新幹線(1) 

六甲ライナー(6)

ポートライナー(12) 

東京メトロ千代田線(2) 

東京メトロ南北線(18) 

東京メトロ丸ノ内線(28) 

東京メトロ副都心線(11)
アストラムライン(21) 

福岡市空港線(13)

東京メトロ副都心線(11) 

東京メトロ有楽町線(8) 

東急目黒線(13) 

京急空港線(1)

福岡市七隈線(16) 

福岡市箱崎線(7) 

福岡市空港線(13)

名古屋市上飯田線(2) 

名古屋市桜通線(9) 
東海道新幹線(3) 

京急空港線(1) 

東京モノレール(11) 

ゆりかもめ(16) 

横浜市ブル ライン(32)

九州新幹線(11) 

あおなみ線(11) 

リニモ東部丘陵線(9) 

名鉄空港線(1) 

ゆいレール(15) 

横浜市ブルーライン(32) 

横浜市グリーンライン(10) 

シーサイドライン(14) 
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○酔客による事故等の増加により、ホーム上における鉄道人身障害事故件数は、近年増加傾向。 

ホーム上における鉄道人身障害事故の状況 

216 

234 
250 
（件） ホームでの人身障害事故件数 

         〃          (うち酔客） 

うち ホーム上で接触

   ホームでの人身傷害事故件数 
         〃      （うち酔客） 

196 193 

170

200 

 うち ホ ム上で接触 

         〃          (うち酔客） 

 うち ホームから転落 

      〃     （うち酔客） 

ホーム上

で接触 

（酔客） 

422件34% 

ホーム上

で接触 
(酔客以外) 

435件35%   総件数 

150 

161 

131 

163 

144 

170

150 

ホ ムか

  1253件 
（H14～21） 

113 
106 

118 

104 
110 

136 

87 

99 
105 

110 100 

ホームか

ら転落 
(酔客以外) 

243件19%

ホームか

ら転落 

（酔客） 

153件12% 

53 46 

63 

75 91 

64 64 

54

67 
83 86 

49 42
51 

56 
65 

53
64 

50 6～12時 12～18時 18～22時 22～翌6時 無回答

＜参考＞主にタクシーを利用する時間帯（アンケート結果） 
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注）平成22年度の件数は、平成22年度上半期の件数（速報値）を2倍したものである。 
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（出典）「タクシーに関するアンケート調査報告書」（（社）東京乗用旅客自動車協会） 
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ホームドア等の整備促進 
○近年、駅のプラットホームからの転落事故等が増加している状況を踏まえ、ホームドア等の転落
防止対策を促進するため 平成２３年２月９日に「ホームドアの整備促進等に関する検討会」を防止対策を促進するため、平成２３年２月９日に「ホ ムドアの整備促進等に関する検討会」を
設置し、検討中。 

ホームドアの整備促進等に関する検討会で挨拶する津川政務官 

ＪＲ東日本山手線 
 恵比寿駅の可動式ホーム柵 

東京メトロ南北線 
 白金高輪駅のホームドア 
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鉄道系ＩＣカード乗車券の導入状況 
○ 2001年にＪＲ東日本のＳｕｉｃａが導入されて以降、全国で様々なＩＣカード乗車券が導入され、近年では地方中

枢都市圏においても導入されるなど全国的に導入が進展。枢都市圏においても導入されるなど全国的に導入が進展。

北海道 
JR北海道「Ｋｉｔａｃａ」 
２００８年１０月 
札幌市交通局｢

●全国のICカード乗車券導入事業者数 
        ７９／１９３鉄軌道事業者（平成２３年３月末時点） 
                     ＊５８／１８８鉄軌道事業者（平成２０年３月末時点） 

東北 

札幌市交通局｢SAPICA」 
２００９年１月 

北陸信越 
北陸鉄道「Ｉｃａ」

●全国のICカード乗車券発行枚数 
       約 ７，０００万枚（平成２３年３月末時点） 
                    ＊約３，８８６万枚（平成２０年３月末時点） 

仙台空港鉄道 ※赤字は2008年6月の鉄道部会提言以降に導入されたＩＣカード 鉄 」
２００５年３月 
富山ライトレール
「passca」 
２００６年４月 
富山地鉄「ecomyca」

近畿 
JR西日本「ICOCA」 
２００３年１１月 

中国 
ｽｶｲﾚｰﾙｻｰﾋﾞｽ 
「IC定期券」 

広島電鉄
「PASPY」 

「Suica」 
２００７年３月 
仙台市交通局 
2013年度導入予定 

※赤字は2008年6月の鉄道部会提言以降に導入されたＩＣカ ド

関東 
JR東日本「Ｓｕｉｃａ」 
２００１年１１月 
東京モノレ ル

富山地鉄「ecomyca」
２０１０年３月 
 

スルッとKANSAI 
「PiTaPa」 
２００４年８月 

１９９８年８月 
岡山電気軌道 
「Hareca」 
２００６年１０月 

２００８年１月 
広島高速交通 
「PASPY」 
２００９年８月 

東京モノレール 
「モノレールＳｕｉｃａ」 
２００２年４月 
東京急行電鉄 
「せたまる」 

中部 
遠州鉄道「ＮｉｃａＰａｓｓ」 
２００４年８月 
静岡鉄道「ＬｕＬｕＣａ」 

四国 ２００２年７月 
東京臨海高速鉄道 
「りんかいＳｕｉｃａ」 
２００２年１２月 
パスモ「ＰＡＳＭＯ」

２００６年３月
ＪＲ東海「ＴＯＩＣＡ」 
２００６年１１月 
名古屋鉄道・名古屋市
交通局・名古屋臨海・

九州 
鹿児島市交通局 
「Rapica」 

長崎電気軌道 
「長崎ｽﾏｰﾄｶｰﾄﾞ」 

四国

西日本鉄道 
「nimoca」

高松琴平電鉄「Iruca」 
２００５年２月 
伊予鉄道「ICい～ｶｰﾄﾞ」 
２００５年８月 パスモ ＰＡＳＭＯ」 

２００７年３月 
伊豆急行電鉄 
「Suica」 
２０１０年３月 

交通局 名古屋臨海
名古屋ガイドウェイバ
ス・豊橋鉄道 
「manaca」 
２０１１年２月 

p 」
２００５年４月 
JR九州「SUGOCA」 
２００９年３月 

２００８年３月 
福岡市交通局 
「はやかけん」 
２００９年３月 

２００８年５月 
２００５年８月
土佐電気鉄道「ですか」 
２００９年１月 
ＪＲ四国 
２０１４年度までに導入予定 

松浦鉄道 
「長崎ｽﾏｰﾄｶｰﾄﾞ」 
２０１１年３月 13 



ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用の状況 
○ＩＣカード乗車券の汎用性を高めることにより、利用者利便の向上を図るため、ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用の促進は重

要。平成25年春から、ＪＲ５社と首都圏、名古屋圏、関西圏及び九州圏の主な私鉄がそれぞれ発行する合計10種類のＩＣカード

凡例 単独システム 

共通化システム 

エリア内相互利用 

エリア間相互利用

富山圏 
passca 

北海道圏 

乗車券の相互利用が開始される予定。 

富山ライトレ

ecomyca 
広島圏 近畿圏 

SAPICA 

Ｋｉｔａｃａ

相互利用 
※圏域は主な都市圏域としているが、それ以外のエリアにも拡大している。 片利用 

（Ｈ２５年度中予定） 

富山ライトレール

富山地方鉄道 

札幌市交通局 平成25年春から相互利用開始予定 

福岡圏

ＰＡＳＰＹ 
鉄道事業者 ２社 

ＰｉＴａＰａ 
鉄道事業者 １７社局 

Ｋｉｔａｃａ 

首都圏 
相互 
利用 

片利用可能 相互利用

ＪＲ北海道 

福岡圏

ＳＵＧＯＣＡ

 ｎｉｍｏｃａ ＩＣＯＣＡ ＰＡＳＭＯ 
鉄道事業者 ２６社局 

相互利用

片利用可能

相互 
利用

相互利用

相互利用

相互利用 西鉄 
ＪＲ西日本 

ＳＵＧＯＣＡ 

はやかけん 
 Ｓｕｉｃａ 

ＪＲ東日本等 ５社 
＊相互利用含む 

相互利用
利用

福岡圏、Suicaの
相互利用

相互利用
ＪＲ九州 

福岡市交通局 

四国圏 
ICい～ ですか

相互利用 

相互利用
相互利用 

名古屋圏 

相互利用 

（注）プレス資料等により作成。

ＴＯＩＣＡ ｍａｎａｃａ 
ICい
かーど 

ですか

相互利用（未定） 相互利用 
（平成２４年春予定） 

鉄道事業者 ５社局 14 ＪＲ東海 伊予鉄道 
土佐電気鉄道 



複数の施設管理者が存する駅における利便性に関する課題 
○複数の施設管理者が存する駅においては、動線の確保や案内表示の充実度などについて、利便性の向上
の観点からの課題が存在。

動線の不連続（例：六本木駅） 

都営大江戸線利用者は、東京メトロの入場券等を購入しなけ

の観点からの課題が存在。

不十分な案内表示（例：東京駅） 

東京駅丸の内口改札には、東海道新幹線の発車時刻が案内されてい 都営大江戸線利用者は、東京メト の入場券等を購入しなけ
れば、東京メトロ日比谷線ホームを通過できないため、地下通
路を通って、六本木ヒルズ側出口に到達することは不可能。 
→ 今後、都営大江戸線利用者の日比谷線駅構内無料 
   通過を認める方針。                  

東京駅丸の内口改札には、東海道新幹線の発車時刻が案内されてい
ないため、東海道新幹線利用者にとっては不便。 

都営大江戸線

東京メトロ 
日比谷線 
六本木駅

東海道新幹線 
改札 

八重洲口 

東京駅構内図 都営大江戸線
六本木駅 

六本木駅

上越・長野新幹線

東北・山形・秋田新幹線 

丸の内口 

六本木ヒルズ側
出口 東海道新幹線の発車時刻

上越 長野新幹線

15 

出口 東海道新幹線の発車時刻 
案内表示機が未設置 

丸の内地下中央口 



第８回第８回  交通政策審議会交通政策審議会  陸上交通分科会陸上交通分科会  鉄道部会鉄道部会  

（３）幹線鉄道・貨物鉄道ネットワーク（ ）幹線鉄道 貨物鉄道 ッ ク
について 

16 



整備新幹線の現状 整備新幹線の現状 
○「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、昭和48年11月に決定された「整備計画」により５路線を整備中。 

【新幹線開業状況】 

路線 区間 開業年月日 

東海道新幹線 東京～新大阪 S39.10.1 

北海道新幹線 

山陽新幹線 
新大阪～岡山 S47.3.15 

岡山～博多 S50.3.10 

東北新幹線

大宮～盛岡 S57.6.23 

上野～大宮 S60.3.14 

東京～上野 H3 6 20

東北新幹線
新函館 

札幌 
○新函館・札幌間 

平成27年度末完成予定 〈149km〉 
○新青森・新函館間 

〈211km〉 

東北新幹線 東京～上野 H3.6.20

盛岡～八戸 H14.12.1 

八戸～新青森 H22.12.4 

上越新幹線 大宮～新潟 S57.11.15 

北陸新幹線 高崎～長野 H9.10.1 

新八代～鹿児島中央 H16 3 13

○白山総合車両基地 敦賀間

平成１４年１２月開業 

東北新幹線 

八戸 
新青森 

北陸新幹線 
○長野 白山総合車両基地間

平成２２年１２月開業 
九州新幹線 

新八代～鹿児島中央 H16.3.13

博多～新八代 H23.3.12 

新潟 
九州新幹線 

（長崎ルート） 
○武雄温泉･諫早間

○白山総合車両基地･敦賀間
盛岡 

富山金沢

〈240km〉 
○長野･白山総合車両基地間

〈113km〉 

平成26年度末完成予定 
○福井駅部 
平成20年度末完成 

大宮 

大阪
東京 

博多 
○諫早･長崎間 

（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

〈21km〉 

〈45km〉 
○武雄温泉 諫早間

諫早 

長野 
高崎 敦賀 

福井 

富山 金沢

新鳥栖 

平成９年１０月開業 

       既設新幹線開業区間 
整 新幹線

凡  例 

概ね平成29年度完成予定 

武雄温泉 

白山総合車両基地 

大阪

新八代 

鹿児島中央 平成１６年３月開業 

長崎 九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

      整備新幹線開業区間   
       建設中区間 
       未着工区間（工事実施計画申請中） 
       未着工区間（工事実施計画未申請） 平成２３年３月開業 

17 



新幹線の線路延長の推移 
○平成９年以来、整備新幹線552.6ｋｍが整備され、現在の新幹線線路延長は2387.8km（平成３年度比30% 

増） 今後 北陸新幹線（長野～金沢） 北海道新幹線（新青森～新函館）及び九州新幹線（武雄温泉～諫早）の開業により

3000 

2615.8 

2764.6 
(929.4) 

2809.4 
(974.2) 

 増）。今後、北陸新幹線（長野～金沢）、北海道新幹線（新青森～新函館）及び九州新幹線（武雄温泉～諫早）の開業により、 
 平成２９年度末の新幹線線路延長は概ね2809.4kmとなる予定（平成３年度比53%増）。  

現在は2387 8kmが整備済

2500 

九州新幹線（武雄温泉～諫早） 44 8km2049.2 

2387.8 
(552.6) 

(780.6) 

2176.0 
(340.8) 

新幹線の線路延長 

整備新幹線 線路延長

現在は2387.8kmが整備済

2000 

武

北海道新幹線（新青森～新函館） 

北陸新幹線（長野～金沢） 

九州新幹線（博多～新八代） 

東北新幹線（八戸～新青森） 81 8km

130.0km 

228.0km 

148.8km 

44.8km 

1803.9  1831.6  1835.2 

1952.6
(117.4) 

(214.0)整備新幹線の線路延長

m
) 

整
備
新

1000

1500 

東北新幹線（八戸 新青森）

九州新幹線（新八代～鹿児島中央） 

東北新幹線（盛岡～八戸） 

北陸新幹線（高崎～長野） 

東北新幹線（東京～上野） 3 6km

117.4km 

96.6km 

126.8km 

81.8km 

1069.2 

線
路

延
長
(k
m

幹
線 

500 

1000 東北新幹線（東京～上野）

東北新幹線（上野～大宮） 

上越新幹線 

東北新幹線（大宮～盛岡） 

山陽新幹線（岡山 博多）

465.2km 

269.5km 

27.7km 

3.6km 

515.4 

676.3 

0 

山陽新幹線（岡山～博多）

山陽新幹線（新大阪～岡山） 

東海道新幹線 515.4km 

160.9km 

392.8km 

※山形新幹線、秋田新幹線は除く。新幹線、秋 新幹線 除 。

（年度）  18 



整備新幹線の開業効果 
○平成22年12月4日に東北新幹線（八戸・新青森間）が、平成23年3月12日に九州新幹線（博多・新八代
間）がそれぞれ開業し 所要時間の短縮 滞在可能時間の増加等による経済効果が期待

平成２３年３月開業 
■ 九州新幹線（博多・新八代） ■ 東北新幹線（八戸・新青森間） 

平成２２年１２月開業 

間）がそれぞれ開業し、所要時間の短縮、滞在可能時間の増加等による経済効果が期待。

・博多～鹿児島中央の所要時間 

２時間１２分 

１時間１９分

開業前 

開業後

・東京～新青森（開業前は東京～青森）の所要時間 

開業前 ３時間５９分 

新青森 

１時間１９分

53分短縮 
開業後 

49分短縮 開業後 ３時間1０分 

・博多駅滞在可能時間 

開業前 

約２時間
増加 

約１２時間３０分 

東京駅滞在 能時間
・東北新幹線（八戸～ 

新青森 ）の利用実績

盛

八
戸 

開業後 約１４時間３０分 

約１０時間１０分 

・東京駅滞在可能時間

開業前 

開業後 約１０時間４０分

約３０分増加 

・新大阪駅滞在可能時間 

開業前

約２時間３０分    
増加約６時間５０分

新青森間）の利用実績
（開業3ヶ月） 

対前年比129％ 

※前年は、 「スーパー白鳥」「白鳥」 
「 が 実績

新
潟 

岡
開業後   約１０時間４０分

(H23.3現在) 

・九州新幹線の利用実績（開業３ヶ月）

開業前 

開業後 約９時間２０分 

増加約６時間５０分

(H23.3現在) 
単位：千人

 「つがる」の利用実績

大阪 

東
京 

新
八

博
多 

長
野 高

崎 

九州新幹線 利用実績（開業 ヶ月）

代鹿
児
島
中
央 

利用者が増加 

19 
※博多～熊本間の前年は、博多～鳥栖間の「リレーつばめ」「有明」の利用実績 
※熊本～鹿児島中央間の前年は、新八代～鹿児島中央間の「つばめ」の利用実績 



中央新幹線の現状 

○全国新幹線鉄道整備法に基づき、中央新幹線小委員会の答申を踏まえ、平成23年５月に国土交通大臣
が営業主体及び建設主体として 東海を指名し 整備計画の決定及び建設の指示を行 た 東

中央新幹線
新幹線鉄道の建設手順 

（全国新幹線鉄道整備法）

が営業主体及び建設主体としてＪＲ東海を指名し、整備計画の決定及び建設の指示を行った。ＪＲ東
海の計画によれば、平成39年に東京・名古屋間、平成57年に名古屋・大阪間がそれぞれ開業予定。 

中央新幹線

起終点：東京都～大阪市 
主要な経過地：甲府市附近、名古屋市附近、奈良市附近 

調査の指示

基本計画の決定 

等

（全国新幹線鉄道整備法）

昭和48年     基本計画線に決定 

等 施昭和49年 成20年10月調査の指示 ・地形・地質等

４項目調査の実施      ・供給輸送力等 
・建設の費用 

平成20年12月～平成21年12月 

平成22年2月24日 

地形・地質等調査の実施昭和49年～平成20年10月

交通政策審議会への諮問  ＜諮問事項＞ 
「営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定」

・施設・車両の技術の開発 
・その他必要な事項 

営業主体、建設主体の指名

平成 年 月 日 「営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定」 

交通政策審議会からの答申 平成23年5月12日 
 ＜答申内容＞ 
 「営業主体、建設主体をＪＲ東海、走行方式を超電導リニア方式、 
   ルートを南アルプスルートとすることが適当」 

ＪＲ東海を営業主体、建設主体として指名5月20日

整備計画の決定 

営業主体、建設主体の指名

・走行方式       
・最高設計速度

ＪＲ東海を営業主体、建設主体として指名5月20日  

走行方式：超電導磁気浮上方式 
最高設計速度：505km/h 
建設費用の概算額：90,300億円 
主要な経過地：甲府市附近 赤石山脈（南アルプス）中南部

5月26日  
  ＜整備計画の内容＞ 

・建設費用の概算 
・その他必要な事項

建設の指示 
最高設計速度 

環境影響評価（約３年程度） 

主要な経過地：甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）中南部、 
                        名古屋市附近、奈良市附近 5月27日  

6月7日 ＪＲ東海が計画段階環境配慮書（東京都・名古屋市間）を公表  

その他必要な事項

着 工 

工事実施計画の申請・認可 
表

     （長野県分については8月5日公表） 
※ＪＲ東海は、以下のスケジュールでの中央新幹線の整備を計画している。 
        東京・名古屋間   平成26年 着工  平成39年 開業 
        名古屋・大阪間   平成47年 着工  平成57年 開業 20 



在来幹線鉄道の高速化 
○新幹線の整備や在来幹線鉄道の高速化により、各都道府県の県庁所在地のほぼ全てが新幹線又は高
速化した在来幹線鉄道（表定速度８０k /h以上）で到達可能速化した在来幹線鉄道（表定速度８０km/h以上）で到達可能。

（表定速度80k /h以上の路線のみ記載）（表定速度80km/h以上の路線のみ記載）

※平成20年以降、実施した事業のみ記載 
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在来特急と高速バスとの競合 
○高速道路の延伸とともに、高速バスの輸送人員は増加しており、昭和61年以降約３倍に増加。 
○鉄道は所要時間 高速バスは料金に優位性を持つ傾向にあり 両者が競合している区間が多数存在○鉄道は所要時間、高速バスは料金に優位性を持つ傾向にあり、両者が競合している区間が多数存在。 

輸送人員（千人） 高速道路延長（km） 年間輸送人員（千人） 高速道路延長（km） 
高速道路の延伸と 
高速バスの輸送人員の状況 

6 000

7,000  

8,000  

9,000  

80 000

100,000  

120,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

40,000 

60,000  

80,000 

0  

1,000  

2,000  

,

0  

20,000  

,

S51 S61 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21S51 S61 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
（出典：数字でみる自動車２０１０） 

在来特急と高速バスの所要時間・運行本数等の比較 

新宿→松本 博多→大分 札幌→旭川 
  

在来特急 高速バス 在来特急 高速バス 在来特急 高速バス 

所要時間 
約２時間40分 
～約３時間 

約３時間10分 
約２時間 

～約２時間30分 
約２時間30分 
～約３時間 

約1時間20分 
～約1時間40分 

約２時間 
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運行本数/日 18本 22本 32本 53本 31本 37本 

料金 6,710円 3,400円 5,420円 3,100円 4,680円 2,000円 



ＪＲ三島・貨物の経常損益の推移

○ＪＲ三島会社については、営業損益は改善傾向にあるものの、経営安定基金運用益が減少傾向にあ
るため、経営は依然として厳しい状況。

○ＪＲ貨物については、経営状況は近年改善傾向にあったものの、リーマン・ショックによる景気の
低迷等を受け、平成20年度からは再び悪化。 

（億円） 経常損益ＪＲ貨物の経常損益の推移

59 
66 64 

74 

111 106 
98 

113 

66 
55 

38 35 36 37

100 

150 

（億円） 経常損益 
営業損益 

ＪＲ貨物の経常損益の推移ＪＲ貨物の経常損益の推移

19 

2 

△ 38 

△ 37 

△ 26 

2 5 
19 13 14 15 12 

△ 36 
△ 46 

18 

△ 35 △ 30 

△ 49 
△ 38 

△ 41 

△ 3 
4 

25 26 
38 34 35 36 37 

△ 11 △ 15 

△ 50 

0 

50 

△ 82 △ 89 

△ 106 

△ 87 

△ 72 

△ 150 

△ 100 

62年度 63年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 
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日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律等の一部を改正する法律に係る支援 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定の利益剰余金等を活用して鉄道施策を推進するため、JR北海道
及びJR四国の経営の安定化 JR北海道 JR四国及びJR九州並びにJR貨物の設備投資への支援 整備新幹線の着実な整備 並及びJR四国の経営の安定化、JR北海道、JR四国及びJR九州並びにJR貨物の設備投資への支援、整備新幹線の着実な整備、並
行在来線への支援等に関する所要の措置を講じる。 

JR北海道、JR四国、JR九州、JR貨物に対する支援 

１ ＪＲ北海道及びJR四国の経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）

機構は、JR北海道及びJR四国の経営の安定化を図るため、これらの会社に対して、償還期間２０年、市場金利の動向その他の
事情を勘案して国土交通大臣が定める利率の特別債券を発行できることとする。 
この場合において、機構は、これらの会社に対して、特別債券の引き受けに要する費用に充てるための資金を無利子で貸し付け
ることができることとする

１．ＪＲ北海道及びJR四国の経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）                                   

ることができることとする。 
 ○ JR北海道： 2200億円、 JR四国 ： 1400億円 

機構は JR北海道 JR四国 JR九州及びJR貨物に対して これらの会社の設備投資に要する費用に充てるため 助成金の交

２．ＪＲ北海道、JR四国、JR九州及びJR貨物の設備投資に対する支援（平成２３年度～平成３２年度） 

機構は、JR北海道、JR四国、JR九州及びJR貨物に対して、これらの会社の設備投資に要する費用に充てるため、助成金の交
付及び無利子貸付を行うことができることとする。 
 ○JR北海道 600億円（助成金１／２、無利子貸付１／２） 
 ○JR四国    400億円（助成金１／２、無利子貸付１／２） 

○JR九州 500億円（無利子貸付） ○JR九州  500億円（無利子貸付）
 ○JR貨物   700億円（無利子貸付） 
          190億円（青函トンネル用機関車等で、助成金１／２、無利子貸付１／２） 

整備新幹線の着実な整備（1500億円）整備新幹線の着実な整備（1500億円）

機構は、北陸新幹線（高崎－長野間）の建設に係る債務の償還を行うための資金を特例業務勘定から建設勘定に繰入れること
ができることとする（平成２３年度）。これによって、これまで債務の償還に充当していた新幹線の貸付料収入を整備新幹線の建
設費に充当することにより、整備新幹線の着実な整備を行う。 

並行在来線の支援（貨物調整金）（1000億円）（平成23年度～平成32年度） 

JRから経営分離された並行在来線を支援するために機構が建設勘定において行う貨物調整金交付業務に要する費用に充てる
ため、特例業務勘定から建設勘定に費用の繰入れを行うことができることとする。 24 



鉄道貨物輸送の推進 

○ 鉄道貨物輸送は、長距離・大量の輸送に適しているほか、他輸送モードに比較してCO2排出量が大幅 
に少ないという環境面での優位性もあることから 鉄道貨物輸送 のモ ダルシフトに引き続き取り組む に少ないという環境面での優位性もあることから、鉄道貨物輸送へのモーダルシフトに引き続き取り組む 

 ことが必要。 

○大量輸送
○長距離輸送 

均輸送 離は約【距離帯ごとの陸上輸送機関別シ ア】
○大量輸送

コンテナの平均輸送距離は約900km
 
 
関東～北海道・九州地区間など 

長距離帯における農産品 宅配便等

【距離帯ごとの陸上輸送機関別シェア】

未満

～100未満 

Ｈ４ 
Ｈ９ 
Ｈ１４ 
Ｈ１９ 

Ｈ４ 
Ｈ９ 
Ｈ１４ 

(km) 

の長距離帯における農産品・宅配便等
の輸送に活躍 
 
いずれの距離帯においても、長期的には 
鉄道貨物 は低減傾向 あるも

300～500未満 

100～300未満 Ｈ１９ 

Ｈ４ 
Ｈ９ 
Ｈ１４ 
Ｈ１９ 

Ｈ４ 
Ｈ９ 
Ｈ１４

【長編成コンテナ列車】

鉄道貨物のシェアは低減傾向にあるもの
の、長距離帯においては、近年やや回復 

750～1000未満 

500～750未満 

鉄道

Ｈ１４
Ｈ１９ 

Ｈ４ 
Ｈ９ 
Ｈ１４ 
Ｈ１９ 

Ｈ４ 
Ｈ９ 

 コンテナ列車は最大２６両編成 
 

【長編成コンテナ列車】 

○輸送機関別CO2排出原単位の比較 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1000～ 
鉄道

自動車 
Ｈ１４
Ｈ１９ 

１０トントラック６５台分の 
大量輸送が可能 

海運 

自動車 134 

40 

25 0 20 40 60 80 100 120 140 

鉄道 

（ｇ-ＣＯ２／トンキロ） 
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貨物鉄道ネットワークのさらなる有効活用 

○ 本年３月に、北九州・福岡間の輸送力増強工事（コンテナホーム・待避線の延伸など）が完成。これにより、 
 首都圏と九州との間で、２６両編成のコンテナ列車の直通運転が可能。  
○ 北の大動脈首都圏側のターミナル駅である隅田川駅について、２０両コンテナ編成に対応したコンテナ 
 ホームを整備中。 

■■鉄道貨物輸送力増強への取組み鉄道貨物輸送力増強への取組み  

東京貨物ターミナル 
～ 吹田信号場 
（543.8ｋｍ） 

吹田信号場 
～ 北九州貨物ターミナル 
（5７７．４ｋｍ） 

北九州貨物ターミナル 
～  福岡貨物ターミナル 
（6７.6ｋｍ） 

● 札幌（タ） 

東海道線鉄道貨物 
輸送力増強事業 
（平成10年3月完成） 
（無利子貸付等） 

山陽線鉄道貨物 
輸送力増強事業 
（平成19年3月完成） 
（国庫補助 ３０％） 

北九州・福岡間鉄道貨物 
輸送力増強事業 
（平成23年3月完成） 
（国庫補助 ３０％） 

北の大動脈 
 このほか、京葉線・武蔵野線の貨物列車 

北九州（タ）

 走行対応化工事に対して支援。 
（平成１２年１２月開完成）（国庫補助３０％） 

● ● 
● 

● 

東京（タ） 
吹田信号場 

隅田川駅 
福岡（タ） 

北九州（タ） 隅田川駅輸送力増強事業 
（平成21年度～24年度予定） 
（国庫補助 ３０％） 
［効果］               
増加輸送力 ２２万㌧／年 
           （見込み） 

● 

西の大動脈 ※（タ）・・・貨物ターミナル駅の略称 26 
門司貨物拠点整備事業 
（平成14年3月完成） 
（国庫補助 ３０％） 


